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本検討会でご討議頂いている論点（課題の整理）

1

 本検討会では、①適正な取引慣行が確保されていない、②中小企業における知財の重要性に対す
る認識が十分ではない、③専門人材の育成・ネットワーク化が十分ではない、という３つの課題につい
てご討議いただいている。

①適正な取引慣行が確保されて
いない

②中小企業における知財の重要
性に対する認識が十分ではない

③専門人材の育成・ネットワーク化
が十分ではない

ガイドライン、契約ひな形の提示【第3回・第4回検討会】
適正な知財取引の普及・実装に向けた取り組み【本日】

中小企業に知財の重要性についての気づきを提供する方
策の検討【本日】

専門人材の育成・ネットワーク化に係る方策の検討【本
日】



課題①：適正な取引慣行が確保されていない
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 大企業側から契約書案を提示されることが多く、中小企業側のみが一方的に秘密保持誓約書を提
出させられるなど、公正な条件での適正な契約を締結できていないという課題が存在。

 自社はどんな契約でも、赤ペン入れて、弁護士のチェックもして、自社に不利なところは書き換えて、交渉すると
いうことをしている。しかし、一般的な中小企業は自分にとってのひな形を持っていない。＜中小企業経営者＞

 いろいろとひな形が出されているが、「中小企業目線の」ひな形は示されていない。中小企業庁という立場で
分かりやすいシンプルなひな型を作り、中小企業に認知してもらうというのは意味があるだろう。＜弁護士＞

 示すひな形は「両者協議の上決める」といったものではなく、中小企業にとって有利な具体的なデフォルトを示
すことが必要。また、「取引先からこう言われたら、このように交渉しましょう」というコメントを注書きしておくとよい。
実務ではそのようなアドバイスをしている。＜弁護士＞

 中小企業はそもそも契約の中身を理解するリテラシーが圧倒的に不足しているので、中小企業庁が示すひな
形は、契約の要素を示すだけのひな形ではなく、名前を書けばそのまま使えるようなものである必要がある。＜
弁護士＞

 たとえ、中小企業が使えるひな形が出てきたとしても、大企業の法務が出てきて立場を利用して自社のひな形
を押し通されてしまうのではないかと思う。ただし、大企業側に働きかけられるひな形であれば有益かもしれない。
＜中小企業経営者＞

 本検討会で作成したガイドライン、契約ひな形の周知普及をどのように進めていくべきか？
 適正な知財取引の普及・実装に向けた取り組みとしてどのようなことに取り組むべきか？



課題②：中小企業における知財の重要性に対する認識が十分ではない
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 大企業側から契約書案を提示されることが多く、中小企業側のみが一方的に秘密保持誓約書を提
出させられるなど、公正な条件での適正な契約を締結できていないという課題が存在。

経営者の気づき
 問題意識を経営者が持つことが最初の一歩。しかし、経営者は利益のことばかり考えており、知財への取り
組みが利益と結びつくことを自覚させる必要がある。それができていない。国が力を入れてやると前に進むの
ではないか。＜中小企業経営者＞

 中小企業は、実際に知財への重要性についてあまり気づいていないと思う。とがった企業であれば、自分で強
みに気づいていけるが、自社の強みをよくわかっていない企業は多くある。そういう状況を踏まえると、中小企
業に直接働きかけるというよりは、よろず支援拠点など中小企業支援機関を通じて働きかけを行った方がい
いと思う。＜知財コンサル＞

社内の知財人材
 中小企業は、そもそも知財の重要性を理解していないので、方向性や押さえるべきポイントについての勘がな
いと外部のアドバイザーをうまく使えないと思う。また、知財戦略は社内の技術を知った内部の人間でないと作
ることができないため、そもそも外部のアドバイザーの活用だけでは限界がある。そのために内部に知財を考え
る人材が必要。＜中小企業経営者＞

 契約にはポイントがある。不利なことをさらりと書いてあるが、それも定型的なパターンである。問題発見能
力が中小企業には求められる。社内の知財に詳しい人材を育成するしかない。また、中小企業の社長が重
要性を理解していないと、そういう中小企業内の人材育成も向かないだろう。＜中小企業担当者＞

 中小企業に知財の重要性についての気づきを提供するためにどのような方策があるか？



課題③：専門人材の育成・ネットワーク化が十分ではない
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 有識者ヒアリングによると、中小企業の経営戦略と知財戦略両面から理解できる専門家が少ない、ま
た専門家が中小企業にアプローチできていないという意見があった。

外部の知財専門家
 外部のコンサルタントについても、中小企業の実務がわかる知財の専門家は本当に少ない。かつてビジネス
感覚の無い「知財専門家」のアドバイスを受けたが、特許を取ることが目的となってしまい、経営戦略としては
失敗だった。＜中小企業経営者＞

 売上がたつ前に専属の知財の部門を企業の中に設ける必要があるかは疑問。実際、雇ったとしても仕事が
常にあるわけではないと思う。一定の売り上げが立つまでは、外部のサービスを活用するのがよいのではないか。
＜知財コンサル＞

 知財だけでなく、中小企業の企業実務も分かっている人でないと、中小企業の経営につながるような知財
の良いアドバイスはできない。しかし、弁理士の中にもそれができる人材は多くない（多くても３割程度）。
そのような人材にアクセスできる仕組みがあると良い。＜弁理士＞

中小企業からの知財相談
 知財について困ったとしても、どこに相談していいかわからない中小企業も多い。身近な浸透している窓口
に知財の分かる人がいると良い。＜中小企業経営者＞

 弁理士会としても中小企業の知財サポートには力をいれている。ただ、相談に来た個別案件は解決できる
が、中小企業側から声をあげてもらわないと対処は困難。＜弁理士＞

 知財戦略についてアドバイスできる人材育成・ネットワーク化を進める必要があるのではないか？
 腕の良い専門家が評価される仕組みを構築するべきではないか？





適正な取引慣行の確保に向けて
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 適正な知財取引の普及・実装するために何をするべきか？例えば、ガイドライン、契約書ひな形の検
討を行ってきたが、普及啓発の方法や、知財について相談できる専門家や支援機関へのアクセシビリ
ティを一層高めていく方策の検討が必要ではないか？

知財を守る際に、取引の初期段階に契約で守ることができるということを、知財にあまり
詳しくない中小企業に対しても周知していく必要がある。

中小企業の現場では、知的資産以前に自社の強みが分かっていないということも多くあり
ます。このようなレベルの企業に対して、INPITや特許庁の支援にどうつなげていけるかと
いうところは非常に重要で、よろず支援拠点との連携をもっと周知していく必要

中小企業の相談を受けている中でも、契約や取引の相談は多く、契約ひな形、ガイドライ
ン等の議論は非常に重要である

支援機関の方と「つうかあの仲」になると、適切なタイミングで相談を入れていただける
（ので、早い段階で中小企業の困りごとに対応できる）

出す出さないという情報の目利きみたいなところを、普段相談している弁理士であれば判
断できると思う

国との契約や国が支援・実施
するプロジェクトに係る契約は
適正なものになっているか？

ガイドライン、契約書ひな形を
分かりやすく中小企業伝えて
いくことが必要ではないか？

専門家や支援機関へのアク
セシビリティを高めていくこと
が重要ではないか？そのため
には誰に対してどのような普
及啓発が必要か？

検討会の中で出されたご意見

NEDOや産総研等と取引をする際、非常に片務的なNDAが提示される



今回作成した契約書ひな形（最終案）のポイント①
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 今回作成した契約書ひな形（最終案）には、以下のようなポイントが含まれており、その意図を含め
て中小企業に広く周知・啓発していくべきではないか？

秘密保持契約ひな形のポイント（メッセージ）

 一方当事者（例．中小企業）のみが秘密保持義務を負うのではなく、両当事者が公平に秘密保持義務を負
うこと。

 当事者が知財に対する意識を高めるためにも、相互に守るべき秘密を指定すること

 （特に中小企業が従来から保有している技術・ノウハウについて）相手方に情報提供をしたことをもって、権
利や利益についてまで、相手方に譲渡することにはならない。

 技術・ノウハウに関して意に反した情報提供義務を負わないこと。

共同研究契約ひな形のポイント（メッセージ）

 共同研究によって得られた知的財産権の帰属は原則として共有とし、持分比率は発明等への貢献比率を
貢献に応じて、協議して決めること。

 共同研究によって得られた知的財産権の実施については、条件や費用を協議すること。特に、一方当事者
が不実施を誓約する場合（中小企業を想定）には、対価を支払うこと。

 取引とは直接関係なく、又は、一方当事者（例．中小企業）が独自に開発した発明は、発明した者（中小企
業）に帰属すること。

 両当事者が秘密保持義務を負うこと。
 技術・ノウハウに関して意に反した情報提供義務を負わないこと。



今回作成した契約書ひな形（最終案）のポイント②
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 今回作成した契約書ひな形（最終案）には、以下のようなポイントが含まれており、その意図を含め
て中小企業に広く周知・啓発していくべきではないか？

知的財産権等の取扱いに関する契約（開発委託契約）のポイント（メッセージ）

 従来から保有する知的財産権や委託契約後に独自に開発をして得られた知的財産権は、その当事者に帰
属をすること。

 開発委託の目的とする成果は、報酬や費用等を発注者が支払ったときに、発注者に移転すること。
 開発を受託している場合でも、ノウハウや知財等の意に反した秘密情報の開示義務を負う訳ではないこと。

知的財産権等の取扱いに関する契約（製造委託）のポイント（メッセージ）

 発注者・受注者ともに、相手の技術やノウハウについて、秘密保持義務があること。

 従来から保有する知的財産権や委託契約後に独自に開発をして得られた知的財産権は、その当事者に帰
属をすること。

 製品の製造を受託している場合でも、ノウハウや図面等の意に反した秘密情報の開示義務を負う訳ではな
いこと。



【参考】中小企業の専門家へのアクセシビリティ
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 中小企業が様々な支援の枠組みの中で、知財についての気づきを得て、今回作成した契約書ひな
形（最終案）やその先の助言を得られるようにすることが大切ではないか？

出所：2020年7月22日 第1回知財取引検討会 特許庁説明資料より





知財面ではINPIT知財総合支援窓口が全国に設置されている
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 多様な支援ニーズに対応するワンストップサービスの提供が実施されている。
 様々な分野の専門家を適宜派遣し支援の質を高めている。

出所：2020年7月22日 第1回知財取引検討会 特許庁説明資料より



支援機関同士の連携強化のメリット
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 経営・事業に対する支援要請に、知財面を加えた（もしくはその逆）支援体制を柔軟に構築し、
経営力強化に資する支援サービスを提案。機関相互の共感・共有・協調が重要。

出所：2020年7月22日 第1回知財取引検討会 特許庁説明資料より















知財をテーマとした気づきの場（一例）

 こうしたセミナーや研修に参加する機会を提供したり、参加することのメリットをどのように中小企業や支援機
関に伝えていくべきか？また経営者や従業員が参加する知財以外のセミナーや研修の場で、知財に触れるこ
とも重要ではないか？

セミナー等の名称（例） 主たるターゲット層 概要

「知財×経営セッションｉｎ名古屋」 経営者
講義とワークショップを組み合わせた複数回のプログラムで、
経営者の参加者からは知財の課題に対する気づきを得たと
評価を得ているが、いずれも毎年30名程度の定員で実施。

かがわ知財経営塾 経営者

東京都知的財産総合センター 知
財セミナー

経営者、実務担当者

知財経営の重要性等に対する気づきを提供する経営者向け
の講義や、実務担当者向けに知財経営を実践するための知
識等をインプットする講義までパッケージで提供されている。
ニッチトップ支援等、継続的な専門家支援と組み合わせて利
用されることも多い。

使える知的財産の知識とスキル
支援機関職員（経営指
導員、金融機関職員等）

知財を切り口とした企業への提案力向上のための講義等が
中心となっており、支援機関から好評を得ている。

知的財産経営ハンズオン支援事
業

経営者、専門家
専門家派遣型の事業で経営者に対して知財経営についての
気づきを得てもらうと同時に、専門家の支援スキル向上も図
る事業となっている。

 経営者や従業員を対象とした実務的なセミナー・研修等はこれまでに実施されており、好事例も存在
するものの、中小企業の集客に苦労するという実態もある（参加が得られにくい）。

 中小企業の経営者、従業員にとって知財についての気づきのあるセミナーとはどのようなものか？



















専門人材に係る問題意識
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 知財の観点から中小企業の経営にアドバイスできる専門家が必要とされているのではないか？こうした
専門家の育成やネットワーク化が必要ではないか？

 このような専門家は多くは無いが、一定数は存在するとの指摘があることから、こうした専門家を中小
企業につなぎ（ネットワーク化）、専門家を増やすことが重要ではないか？

 経営面の専門家と知財専門家の協働の機会も増やしていく必要があるのではないか？

弁理士全体に関していうと、中小企業の様々な相談に対応できる弁理士はまだまだ相対
的に少ない

オープン＆クローズ戦略は経営戦略そのものであり、どういう契約の仕方がいいのか、ど
ういう知財の取り方がいいのか、中小企業に対して経営も分かる知財の専門家が入って
いける環境を整えていく必要を感じました。

知財人材の育成やマッチングも非常に重要であろうと考えております。

経営戦略に応じた知財戦略を
策定する人材が不足している
のではないか？

専門家のマッチング、ネット
ワーク化が必要ではないか？

検討会の中で出されたご意見

第1回検討会資料より抜粋

 外部のコンサルタントについても、中小企業の実務がわかる知財の専門家は本当に少ない。かつてビジネス感覚の無い「知財専
門家」のアドバイスを受けたが、特許を取ることが目的となってしまい、経営戦略としては失敗だった。＜中小企業経営者＞

 知財だけでなく、中小企業の企業実務も分かっている人でないと、中小企業の経営につながるような知財の良いアドバイスは
できない。しかし、弁理士の中にもそれができる人材は多くない（多くても３割程度）。そのような人材にアクセスできる仕組みが
あると良い。＜弁理士＞





課題の整理：外部専門人材の不足
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 特許庁が実施した調査（平成28年度）によると、「金融機関等の中小企業支援関連機関や知
財支援機関等に属し、 中小企業の知財に関するニーズを把握しニーズを満たすために適切な直
接支援人材を紹介する人材（間接支援人材）」、「知財の重要性を気づかせ、知財活動へのきっ
かけを与える人材（B1人材）」は不足している。

◆間接支援人材

「間接支援人材候補の総数は多いが、技術的な内容に対する親和性のなさや、ビジネスとしての収益性の不透明さから、実
際に間接支援人材として活動している人材数については、中小企業の支援ニーズに対して不足感が見られる。」
◆B1人材

「中小企業の経営者から自社の経営課題について話を聞くためには、人間として信頼されることが重要であり、足繁く中小企
業を訪問するような、地域に密着した活動が求められる。そのような支援を実践できている人材は中小企業の総数に対して不
足しており、潜在的に知財のニーズがあると考えられる中小企業に十分なアプローチはできていない。」

出所：特許庁委託調査 平成 27年度中小企業等知財支援施策検討分析事業『地域・中小企業の知財支援人材に関する調査』報告書
（平成28年3月） ※図20の出所詳細は次項に記載。



出所（詳細）
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■前項図20の数値出所 （図表出所：特許庁委託調査「平成 27年度中小企業等知財支援施策検討分析事業「地
域・中小企業の知財支援人材に関する調査」報告書」（平成28年3月 三菱総合研究所））

「弁理士：日本弁理士会『弁理士白書（2015）』、弁護士：日本弁護士連合会『弁護士白書（2015）』、商工会・商工会
議所経営指導員：中小企業庁より2014年4月および同年3月の人数の合計、中小企業診断士：中小企業庁より
2015年4月時点の人数、税理士：日本税理士会連合会『税理士界（2015年5月発行）』、公認会計士：日本公認会計
士協会HPより2015年10月時点の人数、司法書士：日本司法書士会連合会HPより2015年10月時点の個人会員数、
行政書士：日本行政書士会連合会HPより2015年10月時点の個人会員数、知財総合支援窓口担当者：特許庁（窓
口支援担当者、配置弁理士、配置弁護士の合計（27年度））、地方公共団体知財担当課室人員および地方公共団
体知財従事者：特許庁『平成２５年度地域における中小企業に対する知財支援活動状況等分析調査』、金融機関
従業員：経済センサス基礎調査（2014）より銀行業及び協同組織金融業の従業者数合計、知的財産管理技能士：
知的財産教育協会HPより2015年4月時点の1級～3級の有資格者数ののべ人数」
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 特許庁が実施した調査（平成28年度）によると、「経営者とともに経営戦略に沿った知財に対す
る取組の基本方針を考える人材（B2人材）」、「経営戦略に応じた、高度な知財戦略の骨格を
策定、実践体制など知財活動基盤の整備を支援する人材（A2人材）」は不足している。

◆B2人材

「中小企業診断士は経営・マネジメント視点での支援に秀でているが、知財戦略までを理解し、中小企業に支援を行っている人材は現
状では多くない。また、弁理士、弁護士の中でもB2の支援を実施している人材は少なく、 全国レベルで B2人材は不足していると想定
される。」
◆A2人材
「A2 人材の育成に役立つ研修は、弁理士や弁護士が一般的に受けるような研修（士業団体が主催する定期研修、弁理士・弁護士向
けのセミナー等）ではあまり実施されていない。」

出所：特許庁委託調査 平成 27年度中小企業等知財支援施策検討分析事業「地域・中小企業の知財支援人材に関する調査 」報告書（平成28年3月）
※図17の数値出所
「弁理士：日本弁理士会『弁理士白書（2015）』、弁護士：日本弁護士連合会『弁護士白書（2015）』、中小企業診断士：中小企業庁より2015年4月時点の人数、商
工会・商工会議所経営指導員：中小企業庁より2014年4月および同年3月時点の人数の合計、知財総合支援窓口担当者：特許庁（窓口支援担当者、配置弁理士、
配置弁護士の合計（27年度））」
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 「知財×経営」人材の育成のための施策検討を進めていく必要があると考えられる。
 特許庁が実施した調査では、それぞれの支援人材を横断的な視点で分析し、今後の知財支援人
材の育成における、施策検討の優先順位について考察している。

◆支援人材育成にあたっての中長期的な課題
①B1人材・間接支援人材の育成が知財の裾野拡大に重要
②B2人材・ A2人材の不足顕在化に備えて育成・有効活用施策の検討も必要

◆人材育成の手法・内容
①支援人材セグメントによっては研修より、企業勤務経験やコンサルティング業務経験等の経験や場が重要
②民間企業への派遣やOJT によるコンサルティング手法を学ぶ仕組み等の導入が必要
③既存の研修コンテンツを人材セグメントごとに整理して情報提供することも有効
④A2 ・B2 人材育成には過去に地方経済産業局主体で実施されていた育成事業が参考となる
⑤B1人材育成には知財活用の成功事例のストックと提供、情報の更新継続が重要
⑥知財系人材、経営マネジメント系人材は両者の不足を補う観点からの育成施策検討が必要

◆組織へのアプローチによる支援人材の育成
①組織の経営層等トップの意識変革につなげる取り組みが必要
②間接支援人材においては、個人の頑張りに依存しない仕組み作りが必要
③金融機関においては知財関連支援を営業成績の加点要素とする等の取り組みも有効

◆既存人材の有効活用
①成功体験を積んだ経営者にB1人材として活躍してもらう
②間接支援人材を対象とした都市圏における人脈拡大支援

出所：特許庁委託調査 平成 27年度中小企業等知財支援施策検討分析事業「地域・中小企業の知財支援人材に関する調査」報告書（平成28年3月）






